
別紙２

スマート農業技術活用サービス事業者が行う促進措置に関する事項※
※計画に参加するスマート農業技術活用サービス事業者ごとに記載すること。

	スマート農業技術活用サービス事業者

	①氏名又は名称：　　　　　　　　　　　　　
（法人その他の団体の場合はその代表者の氏名：　　　　　　）
②住所又は主たる事務所の所在地：
③連絡先
・電話番号：　　　　　　　　　　　　　　
・E-mail：
・担当者名：
④業種：□専門作業受注型　　　□機械設備供給型
□高度人材供給型　　　□データ分析型


注１　個人の場合であって、「住所」が「主たる事務所の所在地」と異なるときには、「住所」及び「主たる事務所の所在地」を併記すること。
　２　主たる事務所が計画産地と異なる都道府県内にあって、拠点・事務所が計画産地と同一の都道府県内にある場合は、当該拠点・事務所の住所を記載すること。
３ 「④業種」には、以下に示す分類のうち該当するものにチェック（✓）を付けること。複数の業種に該当する場合（複合サービス型）には、該当する業種全てにチェック（✓）を付けること。
専門作業受注型：農業者等に代わって農作業を行う業種
機械設備供給型：農業者等に農業機械等をレンタル等により使用させる業種
高度人材供給型：農業に関する高度な知識又は技術を有する者を派遣させる業種
データ分析型：農業に関するデータの収集、整理や分析を行い、その結果を提供又は指導、助言等を行う業種

１　スマート農業技術活用サービス事業者が行う促進措置の内容
	経営の状況
	

	スマート農業技術活用サービスの内容
	

	計画産地外におけるスマート農業技術活用サービス事業者の取組
	



２　設備等の導入に関する事項
※設備等の導入を行わない場合は記載不要
	導入時期
	番号
	設備等の種類・名称／型式
	左記の
販売開始日※注３
	単価
（千円）
	数量
	金額
（千円）
	特例
措置

	○年度
	月
	
	
	
	
	
	
	

	
	月
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	○年度
	月
	
	
	
	
	
	
	

	
	月
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	○年度
	月
	
	
	
	
	
	
	

	
	月
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	

	合計
	
	


注１　「設備等」とは、機械・装置、器具・備品、プログラム、建物、建物附属設備、構築物のことをいう。
２　記入欄が足りない場合には、欄を繰り返し設けて記載すること。 
３　スマート農業技術活用サービス事業者が導入するスマート農業機械について、スマート農業技術活用投資促進税制の活用を希望する場合は、当該機械の販売開始日を記載すること。
４　安全性検査の対象となっている農用トラクター（乗用型・歩行型）、田植機、コンバイン（自脱型）又は乾燥機（穀物用循環型）を導入する場合は、当該機械の販売開始日を記載すること。　
ただし、令和７年度以降新たに発売される型式のものを導入する場合にあっては、安全性検査に合格したことがわかる書類を添付すること。
５　「特例措置」の欄には、当該設備等の導入に当たって活用予定の特例措置に応じて、下記の記号 （ア、イ）を記載すること。 
ア：スマート農業技術活用促進資金（日本政策金融公庫による融資）
イ：スマート農業技術活用投資促進税制

３　促進措置の用に供する設備等により提供する役務に関する事項
※設備等の導入を行わない場合は記載不要。
	番号
	新たに導入を行う設備等の名称
	目標年度における設備等を活用して提供する役務の量※注３
	アのサービスの割合（％）
（ア/(ア＋イ)）

	
	
	本計画に含まれる農業者等へのサービスの提供
（ア）
	本計画外へのサービスの提供
（イ）
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注１　記入欄が足りない場合には、欄を繰り返し設けて記載すること。
[bookmark: _Hlk178242106]２　「番号」の欄は、２の番号と対応するよう記載すること。
３　役務の売上や稼働面積等、定量的に把握可能な量を記載すること。

４　税制特例（スマート農業技術活用投資促進税制）を活用する場合の特記事項
（１）取組面積等
【面積単位：ha】
	目標年度における農業者等の行う生産方式革新事業活動に係る作付面積※注１
（ウ）
	目標年度における農業者等の行う農業に係る総作付面積※注２
（エ）
	割合（％）
（ウ／エ）

	
	
	


注１　別記様式第２号の４（５）①の「対象品目の栽培面積のうち生産方式革新事業活動に取り組む面積」の値を記載すること。
２　別記様式第２号の６（２）の農業者等の行う農業の総作付面積のうち「目標年度」の値を記載すること。
３　売上高で比較する場合は、項目を「目標年度における農業者等の行う生産方式革新事業活動により生産した農産物の売上高」「目標年度における農業者等の行う農業により生産した農産物の総売上高」に変更すること。また、飼養頭数で比較する場合も、項目及び単位を同様に変更すること。

（２）取組内容
	生産方式革新事業活動の詳細（①）
	


[bookmark: _Hlk178701743]
【面積単位：ha】
	目標年度における①の取組に係る農産物の作付面積
（オ）
	目標年度における農業者等の行う生産方式革新事業活動に係る作付面積 ※注１
（カ）
	割合（％）
（オ／カ）

	
	
	


[bookmark: _Hlk178241190]注１　別記様式第２号の４（５）①の「対象品目の栽培面積のうち生産方式革新事業活動に取り組む面積」の値を記載すること。
２　売上高で比較する場合は、単位を変更するとともに、項目を「目標年度における①の取組により生産した農産物の売上高」「目標年度における農業者等の行う生産方式革新事業活動により生産した農産物の売上高」に変更すること。また、飼養頭数で比較する場合も、項目及び単位を同様に変更すること。

５　確認事項
	□
	「農業支援サービス提供事業者が提供する情報の表示の共通化に関するガイドライン」に準拠していること

	□
	本計画に含まれる農業者等との継続的な取引を本計画の実施期間中に行う意向があること



（添付書類）
[bookmark: _Hlk173498811]以下の書類を添付すること。
[bookmark: _Hlk173499182]□　スマート農業技術活用サービス事業者が法人である場合にあっては、その定款又はこれに代わる書面
□　スマート農業技術活用サービス事業者が法人でない団体である場合にあっては、規約そのほか当該団体の組織及び運営に関する定めを記載した書面
□　スマート農業技術活用サービス事業者の最近二期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類がない場合にあっては、最近一年間の事業内容の概要を記載した書面）
□　スマート農業技術活用サービス事業者が行政庁の許可、認可、承認その他これらに類するもの（以下「許認可等」という。）を必要とする事業を行うときは、その許認可等を受けていることを証する書類又はその許認可等の申請の状況を明らかにした書類
□　取引契約書等の本計画に含まれる農業者との継続的な取引を行うことが確認可能な書類
□　促進措置で活用するスマート農業技術が組み込まれた農業機械等の性能等が確認できる書類
□　（令和７年度以降新たに発売される型式のものを導入する場合）安全性検査に合格したことがわかる書類

日本政策金融公庫の長期・低利の資金の貸付けの活用を希望する場合
□　別表２　促進措置に必要な資金の額及びその調達方法

税制特例（スマート農業技術活用投資促進税制）の活用を希望する場合
□　促進措置で活用する設備等の性能や販売開始日、単価等が確認可能な書類
□　本計画に含まれる農業者等に提供する生産方式革新事業活動に係るサービスが、農業者等の収益に応じた料金体系となっていることが確認可能な書類
□　前事業年度における減価償却費の額がわかる書類（上記損益計算書等の書類に記載されていれば可）

航空法の特例の活用を希望する場合
□　別表７　航空法の特例（法第10条関係）の適用に係る無人航空機の飛行に関する事項



  別紙 ２     スマート農業技術活用 サービス事業者 が行う促進措置に関する事項 ※   ※計画に参加するスマート農業技術活用サービス事業者ごとに記載すること 。    

スマート農業技術活用 サービス事業者  

①氏名又は名称：                 （法人その他の団体の場合はその代表者の氏名：        ）   ②住所又は主たる事務所の所在地：   ③連絡先   ・電話番号：                  ・ E - mail ：   ・担当者名：   ④業種： □ 専門作業受 注 型     □機械設備供給型   □高度人材供給型     □データ分析型  

注１   個人の場合であって、「住所」が「主たる事務所の所在地」と異なるときには、「住所」及び 「主たる事務所の所在地」を併記すること。     ２   主たる事務所が計画産地と異なる都道府県内にあって、拠点・事務所が計画産地と同一の都道 府県内にある場合は、当該拠点・事務所の住所を記載すること。   ３   「④業種」には、 以下に示す分類のうち 該当するものにチェック（✓）を付けること。 複数の 業種に該当する場合（複合サービス型） には、 該当する業種全てに チェック（ ✓ ）を付けるこ と 。   専門作業受注型 ：農業者等に代わって農作業を行う業種   機械設備供給型：農業者等に農業機械等をレンタル等により使用させる業種   高度人材供給型：農業に関する高度な知識又は技術を有する者を派遣させる業種   データ分析型：農業に関するデータの収集、整理や分析を行い、その結果を提供又は指導、助 言等を行う業種     １   スマート農業技術活用サービス事業者が行う促進措置の 内容  

経営の状況   

スマート農業技術活用 サ ービスの 内容   

計画産地外における スマ ート農業 技術 活用 サービ ス事業 者 の取組   

  ２   設備等の導入に関する事項   ※設備等の導入を行わない場合は記載不要  

導入時期  番号  設備等の種類・名称／ 型式  左記の   販売開始日 ※注 ３  単価   （千円）  数量  金額   （千円）  特例   措置  

○年度  月         

月         

小計    

